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平成１４年１月１８日 
 
各      位 

 
会 社 名  常  磐  開  発  株  式  会  社 
代表者名  代表取締役社長       榮   

（登録銘柄  コード番号 １７８２）        
問合せ先    常務取締役管理本部長  高山栄之助  

TEL．０２４６－４３－４１１１ 
 

 
経営構造改革(希望退職者募集･連結子会社解散他)に関するお知らせと 
それに伴う平成１４年３月期通期の業績及び配当予想の修正について 
 
 
 当社は、平成１４年１月１８日開催の取締役会において、下記の事項に関する経営構造改革を実施
することを決議致しましたのでお知らせします。また、当改革の影響及び最近の業績の動向を踏まえ、
平成１４年３月期通期の業績（単独・連結）及び配当予想を下記の通り修正します。 
 
 

記 
 
 

経営構造改革を実施する理由 
 
当社と関係が深い建設業界の経営環境は、公共事業や民間建設投資の減少等が影響して厳しい
状況で推移しております。 
 このような状況の下、当社は今年度からの中長期経営計画に基づく諸施策を着実に実行に移し、
危機感を共有しながらあらゆるコスト削減策を推進しております。しかしながら、経営環境は益々
厳しくなると見込まれ、実際、公共事業費の１０％カットの方針が政府により明示され、加えて、
各企業の民間設備投資計画も再三、見直しされ、延期されるなど、建設投資の市場規模縮小は避
けられず、利益率の更なる低下も予想されるため、この厳しい環境に対応し、会社を維持、発展
させ、経営基盤を盤石なものとするため、今日、以下に説明する経営構造改革を決断、断行する
こととしました。 

 
 

以下の順番で内容を記載しております。 
 

Ⅰ．経営構造改革 
１．希望退職者募集の実施 
２．営業拠点の閉鎖及び統合 
３．事業所の閉鎖 
４．住宅部門の分社化 
５．連結子会社の解散及び清算 

 
Ⅱ．平成１４年３月期の業績及び配当予想の修正 
１．業績（単独）及び配当予想の修正 
２．業績予想（連結）の修正 
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Ⅰ．経営構造改革 
 
１．希望退職者募集の実施 

  
（１）希望退職者募集を実施する理由 

新たなコスト体質の実現に向けて、人員の削減により固定費（販売費及び一般管理費の削
減を第一目的に）を圧縮するために、希望退職者の募集を実施することを決定しました。 

 
（２）希望退職者募集の概要 

①募集人数   ７０名（平成１４年１月１８日現在の従業員数３２０名） 
②募集対象者  全従業員３２０名を対象に募集 
③募集期間   平成１４年２月１５日から平成１４年２月２８日まで 
④退職日    原則として平成１４年４月３０日 
⑤退職条件   従来の退職金に特別加算金を付加し、専門会社を通じて再就職を支援 

 
    ※希望退職者募集を実施することにより、次年度以降は年間約４００百万円の人件費削減が可

能と見込まれます。 
 
 
２．営業拠点の閉鎖及び統合 

  
（１）ａ．営業拠点を閉鎖する理由 

これまで仙台支店及び高萩営業所（茨城県）は、当社の営業戦略の一つである営業エ
リア拡大に伴い、主に建設事業の受注及び売上増大を目的に設立され、積極的に営業を
展開して参りました。しかしながら、近年は建設業界における熾烈な受注競争の影響で、
受注が減少及び伸び悩んでいる状況であります。このような状況の下、建設業界におけ
る厳しい経営環境を勘案し、平成１４年３月３１日付をもって、両営業拠点を閉鎖して
一層の効率化を図ることとしました。 

 
ｂ．現在の営業拠点の概要 
①仙台支店の概要 

設 立 年 月    昭和４５年１２月 
所  在  地    宮城県仙台市若林区蒲町２９－２１ 

    在 籍 数    ２名 
 
②高萩営業所の概要 

設 立 年 月    平成１０年４月 
所  在  地    茨城県高萩市東本町３－１６ 

    在 籍 数    １名 
 

（２）ａ．営業拠点を統合する理由 
現在の県南地区を営業エリアとする県南営業所と県中・県北・会津地区を営業エリア

とする郡山営業所を平成１４年３月３１日付で統合し、新たにそれぞれの地区を営業エ
リアとしてカバーする郡山営業所（新設場所未定）を統合・新設することで、一層の効
率化を図ることとしました。 

 
ｂ．現在の営業拠点の概要 
①郡山営業所の概要 

設 立 年 月    平成１２年４月 
所  在  地    福島県郡山市大槻町字上中谷地２４－４ 
在 籍 数    ２名 
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②県南営業所の概要 
設 立 年 月    平成１０年４月 
所  在  地    福島県須賀川市茶畑町１ 
在 籍 数    １名 

 
（３）閉鎖及び統合する営業拠点の従業員の取り扱いについて 

     各営業拠点の合計６名の従業員については、希望退職者募集を基本に対応する予定であ
ります。 
 
 

３．事業所の閉鎖 
 
（１）事業所を閉鎖する理由 

これまで機材センターは、建設現場における使用機材等の管理・貸出し業務を中心に事
業を展開して参りましたが、リース・レンタル業界の伸長に伴い、平成１４年３月３１日
付をもって事業所を閉鎖し、外部のリース・レンタル業者を活用することによって効率化
を図ることとしました。 
 

（２）閉鎖する事業所の概要 
事 業 所 名    機材センター 
設 立 年 月    昭和３５年１０月 
所  在  地    福島県いわき市常磐下船尾町東作４６ 

       在 籍 数    ８名 
 
（３）従業員の取り扱いについて 

     ８名の従業員についても、希望退職者募集を基本に対応する予定であります。 
 
 

４．住宅部門の分社化 
 
（１）分社する理由 

      これまで当社の住宅事業は、自社開発団地の注文・建売住宅の販売等を中心に営業して
参りましたが、長引く景気低迷の影響で、売上高の伸び悩みと営業赤字から脱却できない
状況であります。 

      そこで、この打開策として住宅部門の社員の採算意識を一層高め、リフォーム事業を含
めたトータル住宅サポートサービス会社という形態で、新たに発展させるため、この部門
を分離・分社することと致しました。 

      なお、分社化の手法及び分社化によって新たに設立される子会社の概要等については、
後日改めて開示いたします。 

 
（２）分社化の日程 

        平成１４年１月１８日  取締役会の決議及び承認 
        平成１４年４月 １ 日  子会社設立 

平成１４年６月 末 日  株主総会の特別決議及び承認 
平成１４年６月 末 日  子会社へ営業譲渡 
平成１４年７月 １ 日  子会社営業開始 

 
 
 
 
 

参考：過去３ヵ年度の売上高等の推移   
 平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 

売 上 高(百万円) ８９９ １，１６６ １，１３１ 
受注戸数   (戸)   ２９    ３４    ２８ 
在 籍 数    (人)  ２３    ２３    ２４ 
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５．連結子会社の解散及び清算 
 
（１）解散及び清算する理由 

      これまで常磐工事㈱及び東北設備㈱の連結子会社２社は、当社の事業の補完会社として
の役割を維持しながら、営業基盤を積極的に外部に求め、事業拡大を図って参りました。
その上で、当社としても両社が自立できるよう最大限の連携や支援を行なって参りました。  

   しかし、ここ数年は両社ともに当期赤字となっている現状があり、このような状況の下、
建設業界における厳しい経営環境を勘案し、当面、事業の好転が見込めないと判断したた
め、両社を平成１４年２月末の各々の子会社株主総会における解散決議をもって、清算し、
当社グループ全体の一層の効率化を図ることとしました。 

 
（２）解散および清算する連結子会社の概要 

①常磐工事株式会社の概要 
    設 立 年 月    昭和４７年１月 

主な事業内容    法面・建築工事の請負 
所  在  地    福島県いわき市常磐上湯長谷町梅ヶ平８８ 
代  表  者    代表取締役社長 鈴木光男 
資  本  金    １０百万円 
当社の出資比率    ５０％ 
 
参考：過去３ヵ年度の売上高等の推移 

 平成 11 年 3 月期 平成 11 年 12 月期 平成 12 年 12 月期 
売 上 高(百万円) ２７６ ３５１ ５５２ 
当期純利益(百万円)  △１６ △５５  △２ 
在 籍 数    (人)  ２０  ２０  １４ 
 

②東北設備株式会社の概要 
設 立 年 月    昭和５１年２月 
主な事業内容    建築設備・水道施設工事の請負       
所  在  地    福島県いわき市常磐湯本町日渡１１７－４       
代  表  者    取締役社長 吉田忠彦    
資  本  金    ２０百万円    
当社の出資比率    ５０％ 
 
参考：過去３ヵ年度の売上高等の推移 

 平成 11 年 3 月期 平成 11 年 12 月期 平成 12 年 12 月期 
売 上 高(百万円) ５９１ ４２７ ４０７ 
当期純利益(百万円)   △２ △３９ △５６ 
在 籍 数    (人)  ２６  ２５  １８ 

 
 
 
 
Ⅱ．平成１４年３月期の業績（単独・連結）及び配当予想の修正 

 
   前記の経営構造改革に伴う影響及び最近の業績の動向を踏まえ、平成１３年５月３０日付当社

「平成１３年３月期 個別財務諸表の概要」及び「平成１３年３月期 決算短信（連結）」にて発
表致しました平成１４年３月期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）の通期の業績（単
独・連結）及び配当予想を下記のとおり修正します。 
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１．単独業績及び配当予想の修正等 
（１）通期の業績予想の差異等 

    （単位：百万円） 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1株当たり年間配当金 
前 回 予 想（Ａ） １３，１００  １６５  １１８ ７円５０銭 
今 回 予 想（Ｂ） １２，６００  １２０ △１７０ ５円００銭 
増 減 額（Ｂ－Ａ）   △５００  △４５ △２８８ ― 
増 減 率   △３．８％ △２７．２％ ― ％ ― 
前 期 の 実 績 
(H12.4.1～13.3.31) １０，６４５ △１５２ △８１５ ７円５０銭 

 
（２）修正の理由 

売上高については、建設業界における熾烈な受注競争の影響で、若干の減少になる見込
みであります。 
経常利益については、売上高の若干の減少に加え、利益率の低下により、１２０百万円
になる見込みであります。（前年度の経常赤字からは脱却し、経常黒字となる見込み） 

      当期純利益については、特別利益に株式売却益等により約１１０百万円を計上しま
すが、特別損失に今回の経営構造改革費用として、希望退職者募集の実施により約４０
０百万円、連結子会社清算により約２５０百万円（平成 1 ３年３月期決算時に債務保証損
失引当金として引当済み）を計上するため、△１７０百万円の最終赤字になる見込みであ
ります。 
よって、当初 1 株当たりの年間配当金を７円５０銭と発表しておりましたが、甚だ遺憾
ながら今回５円００銭と減額修正させていただきたいと存じます。 

 
 
２．連結業績予想の修正等 

  （１）通期の業績予想の差異 
   （単位：百万円） 
 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 
前 回 予 想（Ａ） １３，６００  １６５  １１８ 
今 回 予 想（Ｂ） １３，５００  １４０ △１３０ 
増 減 額（Ｂ－Ａ）   △１００  △２５ △２４８ 
増 減 率 △０．７％  △１５．１％  ― ％  
前 期 の 実 績 
(H12.4.1～13.3.31) １１，７３６ △１４３ △５６０ 

 
（２）修正の理由 

単独決算の業績予想の修正に伴い、連結決算の業績予想を修正致します。 
 

以  上 


